岩手県営建設工事請負契約書例文（【別添３】中間前金払に係る取扱いについて）　新旧対照表

	現行
	改正後

	【別添３】
中間前金払に係る取扱いについて

１　〔略〕
２　中間前金払の対象となる工事及び経費の範囲

　　公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第 184号）第５条の規定に基づき登録を受けた保証事業会社の保証に係る公共工事のうち、工事１件の請負代金額が1,000万円以上で、かつ、工期が150日を超える工事について、次の要件の全てに該当するものに係る当該工事の材料費等に相当する額として必要な経費とする。

　　なお、契約締結にあたり、中間前金払を請求する旨の届出を行っている場合には、部分払は行わないものとする。

　(1)～(3)　〔略〕
３　債務負担行為に係る特例

　　２に掲げる対象工事について、債務負担行為に係る契約にあっては、いずれかの会計年度の出来高予定額が1,000万円以上で、かつ、当該会計年度の工事実施期間が150日を超える工事を対象とするものであること。この場合においては、２の①及び②中「工期の２分の１」とあるのは、「当該会計年度の工事実施期間の２分の１」と、２の③中「請負代金の額の２分の１」とあるのは、「当該会計年度の出来高予定額の２分の１」と読み替えて準用するものとし、中間前払金の支払を受けている会計年度においては、部分払（当該会計年度末における部分払を除く。）は行わないものとする。

　　ただし、いずれかの会計年度において出来高予定額が1,000万円以上で、かつ、当該会計年度の工事実施期間が150日を超えることにより、契約締結にあたり中間前金払を請求する旨の届出を行っている工事であっても、当該基準を満たさない会計年度については、中間前金払は行わないものとし、当該会計年度については部分払を行うことができる。

４～７　〔略〕

	【別添３】
中間前金払に係る取扱いについて

１　〔略〕
２　中間前金払の対象となる工事及び経費の範囲
　　公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第 184号）第５条の規定に基づき登録を受けた保証事業会社の保証に係る公共工事のうち、工事１件の請負代金額が300万円以上の工事について、次の要件の全てに該当するものに係る当該工事の材料費等に相当する額として必要な経費とする。
　　
なお、契約締結にあたり、中間前金払を請求する旨の届出を行っている場合には、部分払は行わないものとする。
　(1)～(3)　〔略〕
３　債務負担行為に係る特例
　　２に掲げる対象工事について、債務負担行為に係る契約にあっては、いずれかの会計年度の出来高予定額が300万円以上の工事を対象とするものであること。この場合においては、２の①及び②中「工期の２分の１」とあるのは、「当該会計年度の工事実施期間の２分の１」と、２の③中「請負代金の額の２分の１」とあるのは、「当該会計年度の出来高予定額の２分の１」と読み替えて準用するものとし、中間前払金の支払を受けている会計年度においては、部分払（当該会計年度末における部分払を除く。）は行わないものとする。
　　ただし、いずれかの会計年度において出来高予定額が300万円以上で、契約締結にあたり中間前金払を請求する旨の届出を行っている工事であっても、当該基準を満たさない会計年度については、中間前金払は行わないものとし、当該会計年度については部分払を行うことができる。
４～７　〔略〕


	改正理由
	震災特例見直しに伴う、対象工事の見直し。
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２～３　〔略〕


２～３　〔略〕

	別紙４　〔略〕

	

	改正理由
	震災特例見直しに伴う、対象工事の見直し。
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